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■Ⅰ「活動概要と成果」 

中間的労働は、労働市場への（再）参入だけでなく社会参加の側面があり、この点をどの

ように評価するのかが理論的課題である。本研究は、経済学者アマルティア・センによって

提唱されたケイパビリティの観点から、この課題に対して、二つの研究内容を中心として取

り組んだ。 

第一に、労働とケイパビリティに関する先行研究を検討することである。こうした先行研

究として、奥西（2008）、Leßmann and Bonvin（2011)、Suppa(2012）等があって、これらを

踏まえた浦川（2014）の議論は有益であり、重点的な検討対象と設定した。浦川（2014）の

問題意識は、仕事満足度・幸福感といった主観的厚生に関する研究領域のなかで労働の価

値・役割を再検討することであり、とりわけケイパビリティ・アプローチの可能性に注目す

る。日本の先行研究において、価値の高い仕事を行うための機会が実際にどのくらい保障さ

れているのか有効に論じられるケイパビリティ・アプローチの分析的視点から仕事満足度

の要因を検討した研究は乏しく、その一つが奥西（2008）である。だが、奥西（2008）は就

労者本人の学歴や子ども時代の社会階層などの重要な変数が考慮されていないという。そ

こで、浦川（2014）は、これらの変数をコントロールした計量分析を行っている。具体的に

は、「仕事に対するケイパビリティ」の水準を測る上で、アンケート調査に基づいて就労者

に尋ねた（１）「仕事における裁量性」、（２）「仕事で能力や強みを発揮する機会」、（３）「仕

事の多様性」に三つの設問に関する回答結果が使用された。そして、こうした「仕事に対す

るケイパビリティ」と「仕事満足度」・「健康感」・「幸福感」から構成される主観的厚生との

相関関係が正であることを分析した。そして、本分析は就労者本人のパーソナリティ属性・

学歴・子ども時代の社会階層などの変数を制御した議論も展開し、その結果として男性につ

いては子ども時代の良質な社会環境と高学歴が「仕事に対するケイパビリティ」水準に好影

響を与え、他方で非正規雇用の場合は同水準を低くなり、能力向上機会にマイナスのインパ

クトをもちたらす可能性が男女とも示されるという。 

これらの研究を検討した結果、本研究は、浦川（2014）等が労働とケイパビリティ研究へ

の重要な貢献を行っているものの、アンケート調査に基づき主観的厚生との関連に着目し

ているために適応的選好形成に由来する問題に十分に対処できない可能性があり、ある種

の客観的特徴を備えた社会的不利性を背景とする中間的労働を評価するためには別の理論

的枠組を構築する必要性があるという見解に至った。 

第二に、社会参加の特徴は、ケイパビリティを構成する要素の一つであるエージェンシー

の議論からアプローチできるのではないかという着想から、関連文献を考察することであ

る。ここでいうエージェンシーとは、正確に言えば、センが提唱する「エンジェンシー的自
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由（agency freedom）」を意味する（Sen 1985）。センは、自由概念を福祉的自由とエージェ

ンシー的自由に大別する。前者は、ある個人の福祉に直接的に関連する自由を意味する。こ

れに対して、後者は、ある個人の追求する理由があると考える目標や価値に資する行為や状

態が当該個人の福祉に直接結びついているかどうかに関わらずに、このことを実現するた

めの自由に関わるものである。Alkire(2008)は、こうしたエージェン的自由の測定に関する

研究を行っている代表的なものであり、主に心理学において議論されている代表的な概念

とその測定論についてサーベイしている。具体的には、エンパワメント、自己効能感、自己

決定理論、自律などの研究群を対象としてる。これらにおいても、先の第一の研究内容の課

題とも関わるが、自己申告に依拠した測定をいかに妥当なものにしていくのかが論点とな

っている。こうした研究成果は、中間的労働の評価研究に対して寄与する余地はあるものの、

依然として理論的ギャップも大きく、その空隙を埋めるような研究を行うことが今後の課

題である。 

最後に、研究会等を通じて以下の課題が浮上した。それは、「仕事に対するケイパビリテ

ィ」やエージェンシー的自由についての評価を別個に行うのではなく、労働とエージェンシ

ーに加えて所得再分配後の所得状態を含めて総合的に当該個人のベーシック・ケイパビリ

ティを評価するほうが理論的に妥当ではないかという見解の探求である。この課題も含め

て次年度も継続して研究する計画である。 
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